
 

 

 

 

 

 

葉山町障害者福祉に関するアンケート調査 

結果概要 

〈③事業所〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪集計にあたっての注意事項≫ 

①百分率の基数は、回答者数 46を 100％とした。（ただし、質問によって該当者を 100％とする場合

は、質問ごとに基数ｎを明示している。） 

②図表中の百分率の数値は、小数点第２位で四捨五入しているため、百分率の合計が 100％になら

ない場合がある。 
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１ 事業所の運営状況について 

 

問 1 貴法人は、次のうちどれですか 

（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 4 現在の職員の過不足は、次のうちどれですか 

（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会福祉法人

ＮＰＯ法人

営利法人（株式会社、有限会社など）

医療法人

その他の法人（財団法人など）

国・地方公共団体の直営

無回答

50.0 

19.6 

15.2 

2.2 

8.7 

0.0 

4.3 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%n= 46

不足している

適当である

過剰である

無回答

34.8 

56.5 

2.2 

6.5 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%n= 46
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問 5 職員定着のために行っている取り組みは何ですか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資格取得のための金銭的な支援

資格取得のための休暇取得の支援

外部の研修への金銭的な参加支援

外部の研修への休暇取得の支援

勤務条件（夜勤回数、勤務時間帯など）の改善

給与面での改善

キャリアアップのための人事制度の導入

福利厚生面（育休、介護休暇など）での改善

事業所内での研修機会の確保

その他

特に取り組みはしていない

無回答

65.2 

30.4 

58.7 

26.1 

30.4 

52.2 

26.1 

60.9 

60.9 

10.9 

2.2 

4.3 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 46
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問 6 現在、貴法人が提供しているサービスについて 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

短期入所（ショートステイ）

福祉型強化短期入所

生活介護

療養介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

宿泊型自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

施設入所支援

共同生活援助（グループホーム）

日中サービス支援型共同生活援助

19.6 

6.5 

2.2 

13.0 

0.0 

37.0 

0.0 

45.7 

2.2 

2.2 

6.5 

0.0 

10.9 

6.5 

39.1 

15.2 

45.7 

0.0 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%n= 46

地域活動支援センター

移動支援

日中一時支援

特定相談支援（計画相談）

一般相談支援（地域移行支援）

一般相談支援（地域定着支援）

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

障害児相談支援

就労定着支援

自立生活援助

居宅訪問型児童発達支援

共生型サービス

無回答

21.7 

21.7 

32.6 

41.3 

26.1 

26.1 

6.5 

0.0 

19.6 

0.0 

2.2 

2.2 

21.7 

13.0 

0.0 

0.0 

0.0 

4.3 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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問 7 障害児者への虐待防止のため、職員の研修について、どのようなことに 

取り組んでいますか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 8 障害児者への虐待防止のため、どのような体制づくりに取り組んでいますか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

虐待防止研修

人権意識を高める研修

職員のメンタルへルスのための研修

知識と技術を獲得するための研修

事例検討

利用者や家族を対象にした研修

その他

無回答

71.7 

47.8 

26.1 

47.8 

41.3 

6.5 

4.3 

6.5 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 46

職員への通報義務教育の徹底

法人や障害者福祉施設等の支援理念を明確に挙げ、職員に浸透させる工夫

運営規定の定めと職員への周知

虐待防止委員会の設置等の体制整備

倫理要領、行動指針、それらを掲示物等で周知する等の工夫

利用者やその家族からの苦情解決のための体制整備

虐待防止ツール（マニュアル、チェックリスト等）の作成と活用

通報者の保護や虐待した職員や役職者への処分等の取り決め

風とおしの良い職場にするための体制づくり

その他

無回答

54.3 

54.3 

45.7 

32.6 

43.5 

67.4 

34.8 

21.7 

63.0 

15.2 

4.3 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 46
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問 9 提供するサービスの質の向上及び適正な事業運営のため、どのようなことに 

取り組んでいますか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 事業運営上の問題点・課題はありますか 

（○はいくつでも） 

 

 

  

地域における障害者支援ネットワークの構築

利用者個々の状況に応じたサービス提供

定期的なサービスの質の評価

職員の外部研修への積極的参加

職員の労務管理の徹底

制度改正等の情報収集

各種法令の遵守

地域社会との関係づくり

その他

特に取り組んでいることはない

無回答

50.0 

89.1 

41.3 

58.7 

52.2 

45.7 

67.4 

54.3 

4.3 

0.0 

4.3 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%n= 46

利用者の確保が困難

職員の確保が困難

職員の雇用条件・福利厚生が不十分

事務など間接経費が高い

人件費支出が高い

経理・国保連請求事務など事務作業が多い

サービス単価が低い

運営・運転資金の確保が困難

事業所（営業拠点）の確保・維持が困難

サービス提供地域内に同種の事業者が多すぎて競争が激しい

その他

特にない

無回答

28.3 

47.8 

10.9 

10.9 

32.6 

28.3 

50.0 

13.0 

8.7 

4.3 

8.7 

6.5 

6.5 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%n= 46
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２ 事業展開について 

 

問 13 直近３年間で、新規参入・拡大を検討したサービスはありますか 

（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13－1 サービスの新規参入・拡大に当たっての、課題や問題点 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あり

特になし

無回答

43.5 

52.2 

4.3 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%n= 46

事業運営の採算性

初期投資の負担

利用者の確保

指定・運営の基準のクリア

人員体制の確保

事業に合う物件（土地・建物）の確保

その他

55.0 

15.0 

15.0 

10.0 

65.0 

20.0 

10.0 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 20
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３ 地域生活支援について 

 

問 14 地域生活支援拠点を知っていますか 

（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 令和 2年度末までに、市町村が「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 

の協議の場を設置することを知っていますか 

（○はひとつ） 

 

 

  

知らない

聞いたことがある

概要を知っている

地域に機能を整備していくことを知っている

法人内で事業の検討などをしたことがある

その他

無回答

15.2 

15.2 

28.3 

32.6 

4.3 

0.0 

4.3 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40%n= 46

知らない

聞いたことがある

概要を知っている

関係者による協議をしていくことを知っている

内容について知っていて、法人内で事業の
検討などをしたことがある

その他

無回答

23.9 

28.3 

21.7 

19.6 

0.0 

0.0 

6.5 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40%n= 46
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問 16 地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、総合的な相談支援や 

地域の相談機関との連携強化等を担う「基幹相談支援センター」について、期

待することはありますか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 災害時に事業所として協力できることはありますか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

  

困難事例等の相談

サービス事業所との連携推進

合同研修の主催

相談支援事業所への定期的な訪問

個別支援の同行

その他

無回答

73.9 

76.1 

30.4 

19.6 

13.0 

8.7 

4.3 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 46

在宅サービス利用者への安否確認

在宅の災害時要援護者の避難支援への協力

施設を福祉避難所として活用することへの協力

障害のある人の避難場所への、ヘルパー等の人材派遣の協力

その他

無回答

60.9 

19.6 

43.5 

19.6 

8.7 

6.5 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 46
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４ 一般就労及び地域移行への取り組みについて 

 

問 19 地域移行に向けて、必要な条件は何だと思いますか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 20 利用者の一般就労及び地域移行に向けて、貴事業所から見て、町内に不足して 

いると感じるサービスはありますか 

（○はいくつでも） 

 

 

  

グループホームや社会復帰施設等、地域で生活できる場の整備

日中活動の場の整備

地域生活の訓練ができる場の整備（外泊ができる場の提供）

金銭管理の支援

相談できる体制の整備（夜間及び緊急を含む）

相談できる体制の整備（夜間及び緊急を除く）

地域の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

69.6 

45.7 

39.1 

50.0 

45.7 

26.1 

54.3 

10.9 

8.7 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 46

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

短期入所

共同生活援助（グループホーム）

地域移行支援

地域定着支援

その他

特にない

無回答

15.2 

0.0 

4.3 

4.3 

17.4 

10.9 

26.1 

43.5 

13.0 

10.9 

2.2 

10.9 

23.9 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%n= 46
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５ 新型コロナウィルス感染症の影響について 

 

問 21 新型コロナウイルス感染症拡大により、令和２年２月～５月までの間の 

利用者数に影響はありましたか 

（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22 （利用者が減った）理由として考えられるものはどれですか 

（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 24 （外出自粛により）利用者の状態に変化がありましたか 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者数が減った

利用者数が増えた

利用者数に特に影響はなかった

無回答

69.6 

2.2 

23.9 

4.3 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 46

利用者からサービス利用の自粛があった

事業所として利用者の数に制限をかけた

その他

無回答

68.8 

21.9 

6.3 

3.1 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%n= 32

外出自粛の影響が続き、状態が悪化した

外出自粛の影響が続き、状態が悪化していたが、
現在は上向きである（平常の状態に戻りつつある）

外出自粛の影響は特に感じられない

その他

無回答

8.7 

32.6 

43.5 

8.7 

8.7 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%n= 46


